中標津町住生活基本計画

第１回策定委員会

日時：平成２９年８月３１日（木）１３：３０～

場所：中標津町役場１０１会議室
１．開会
２．委嘱状交付
３．町長挨拶
４．委員長・副委員長選任
５．委員長挨拶

６．議事
　（１）中標津町住生活基本計画（公営住宅等長寿命化計画）について
　　　　（計画の目的、策定体制、作業内容、スケジュール等）
　（２）アンケート調査結果報告
　（３）住宅事情の特性と課題
　（４）その他
７．閉会
以下、質疑応答
（２）アンケート調査結果報告
委員
　戸建の住宅に住んでいる方の年収がどの位あって、賃貸マンション、公営住宅の年収に対しての家賃の割合がどの程度なのかと言うことが解らないと、新しいところに入りたいけど新しいところは家賃が高くなるので入れないと言うことがあり、また、アンケート結果を見ると、中標津町は家賃が高いと書いているが、各家庭の収入が解らないと比較するものが無い状態で、一概に施策を決められないと思います。
事務局
　公営住宅入居者の方につきましては、毎年収入調査をしておりますので、このアンケートではない別の集計で平均収入を出すことは出来ると思います。
民間賃貸住宅の方につきましては、次の現況報告にでてきますが、住宅・土地統計状況調査での平均収入をだすことはデータがありますのでそちらの資料を使いまして分析していきたいと思っております。
委員

家賃は、高いかどうかではなく、その世帯の収入の中から、家賃を払うと言うことで、負担割合が多いか少ないかと言うことだと思いますので、中標津町の平均年収が解らないと札幌に比べて高いと言われてもどうなのかなと言う気がします。

事務局
今日の資料では、そこまで検証していませんが、方法はありますので次回に報告したいと思います。
今の年収から、家賃の負担が高いか低いかによって公営住宅が少ないとか増やすとかといったことですよね。
委員

収入の少ない方が中標津町にたくさんいらっしゃるのだったら、そういう方向けの住宅が必要になってくると言うことですね。

委員

そういうことです。

事務局
公営住宅の必要戸数につきましては、国土交通省で推計プログラムと言うものがありまして、今後の人口の推移ですとか、民間賃貸住宅の家賃などのデータを入力すると、将来的に、何戸位が適正なのかということが解るものがありますので、ひとつはそれを参考にしまして、また、今お話にありましたような収入に対する負担というものを参考としまして、基本的には、国交省の推計プログラムを使いながら、検討しようと思っておりますが、その推計プログラムでは、必要数が少なめに出てしまいまして、今、道営と町営合わせて８００戸位ですが、推計プログラムを使うと６００位という結果が出てしまいますので、それを参考にしつつ、もう少し必要ですと言うような話が、次回の策定委員会で出てくると思います。
委員
最終的に計画を作ることになると思うので、そのときに、町の財政状況や地域の経済状況と言うのがベースにないと、希望を聞いていれば限りないわけですしその辺の判断材料として、道内のどの辺の地域と比較してどうだと言うようなものがないとと思います。
事務局
その辺、アンケートだけではなく他のデータも使いながら今後、お話したいと思います。

事務局
ただいまの策定委員からのご質問の内容でございますけれども、今、委託先のコンサルからもお話がありましたが、他の町村等の計画策定についてもコンサルさんで関わっている部分もありますし、他の自治体ではどうなのか、また、うちの町では何か国の資料などから判断できるものがないのかを確認し、次回までに整理をさせてもらって、今回紛らわしいのは住生活基本計画と公営住宅の関係と一緒に入ってきている部分もありますので、その辺を含めた中で参考となるものを提供できればと思っております。
（３）住宅事情の特性と課題
委員
移住・定住対策と言うことで、中標津町も民泊は北海道で５～６番目くらいと言うことで結構推進されているところではありますが、新法が来年に控えていてルール整備がされていくと思いますが、空家対策も含めて一般の民間の住宅、公営住宅も一部入りますが、貸す側にしてみれば空家の有効活用、また、借りる側にしてみればホテルよりも総じて安いということで長期的な民泊を進めるにはこの辺をもうちょっと具体的にしていけば出来るのではないかと思っております。長期と言う部分で、全道で言うと釧路が１番ですが、中標津町は１週間足らずというのが多いということで、先日、新聞にも載っておりましたが、ＬＣＣを利用して道東へというものあり、長期で道東地区を観光して頂く、季節を体感して頂くのに釧路や根室は非常に寒いと言うイメージがあるようですが、中標津町は景観は他から見るといいのかなと思いますので、その辺で、公住、民間の空家の利用が確保されれば、そういう方々に提供していけるのかなと思います。また、それに伴いまして、計根別では、小中学校が統廃合された中で、職員住宅、教員住宅が残ってます。条件があって、建設時に借りたお金が残っているうちは自由はきかないでしょうけども、一部現在でも利用されているようですので、空家にしておくと痛みも早いので、うまく利用していけるといいと思いますし、民泊を促進するために、ふるさと納税の返礼品として、空住宅を提供すると言ったことも考えられるのかなと思います。
事務局
ただいま、委員から提案も含めたご意見をいただきましたけれども、確かに民泊促進と言う部分での新しい制度等も導入されてくるわけでございますが当町は今の段階では、空家の利用に関しまして、空家の実態調査も行えてない状況で今後、国の施策の中でも空家に関しましては、かなり対策をしていくと言われていまして、このような流れの中で、
今、委員の言われたことも踏まえた中で、検討しまして、空家対策と言うのは今後、どう考えるかというのは非常に大きな課題だと思っておりますので、その辺の意見と言うのは当然反映させていただければと思います。また、民泊の関係で、移住とかという関係もございますので、分野的には、そういう部分を所管する分野での議論もいただきながら、この計画に反映できればと考えてございます。また、教員住宅の空家の関係でございますが、これにつきましても、今、担当部長が見えてますけども、一概にはここで回答できないと思いますので、その辺を踏まえた中で、住生活のほうに反映出来ればなと思います。
教育部長
ただいま、委員よりお話がありました、空教員住宅の活用の件でございますけれども、

経済部のほうで行っております体験移住の受入の際に、現在空いている教員住宅を活用いたしまして長期の場合は何ヶ月間、短期であれば何週間と言った形で３棟活用しております。そのような現状もありますので、今後も有効活用に努めていきたいと考えております。
委員
公営住宅の入居率が九十数パーセント、逆に言うと申込みに対しての入る実績必ず全員が入ってるわけではないと言うことがアンケートに書いているが実際に何ヶ月待たされたと言ったような実態の部分はどうでしょうか。
事務局
委員のご質問でございますが、年に２回から３回ほど募集をかけた中で入居者の選考を行っておりますが、大体低くて４倍、高くて７～８倍という倍率での申し込みがございます。過去はもっと多くて十何倍というのもありましたけども、最近は、そんなに大きく変わらない状態での申し込みがあると言うのが現状でございます。
委員
現状４倍の申込みが来て選考に漏れた人が入れない、その後また申込みしてもまた４倍の倍率と言うことで、４回に１回しか当たらないと言うことですね。

事務局
募集をして、選考にもれた場合にある程度の期間を過ぎてしまえば、また、新たな募集と言う形になります。
委員

今、倍率を聞きましたが、人数はわかりますか。
事務局
資料４の４３ページに平成２８年度の募集・応募の状況が載ってますが、１４戸の募集に対して、応募が８３世帯という状況となっております。
委員

と言うことは、７０世帯は入れなかったということですね。
委員
民間のアパートと比べたら家賃は安いんですか。

事務局
公営住宅は低所得者の方のための住宅でございますので、家賃を抑えて入居しやすいものとなってございます。

委員

大体、いくら位でしょうか。
事務局
住宅の古い、新しいによって全然ちがってきます。新築で大体２５，０００円位です。
事務局
東中で、９千円程度です。家賃は、１分位から８分位までありまして、収入に応じて決まっております。
委員

家賃の高い人でどの位掛かっていますか。

委員長
事務局でその辺整理しまして、資料をお示ししたいと思います。

